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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被搬送物が搬送経路内を移動するときの挙動を演算する設計支援装置であって、
　前記被搬送物が搬送経路内を移動するときに前記被搬送物が搬送経路を構成する搬送部
品に接触するか否かを判定する接触判定手段と、
　前記接触判定手段により前記被搬送物が搬送部品に接触したと判定された場合、前記被
搬送物と前記搬送部品との間の接触力の変化を算出する接触力変化算出手段と、
　前記接触力変化算出手段により算出された接触力の変化が所定の値よりも大きいか否か
を判定する変化判定手段と、
　前記変化判定手段により接触力の変化が所定の値よりも大きいと判定された場合、前記
被搬送物と前記搬送部品との接触による前記搬送部品の変形を算出する弾性変形算出手段
とを有することを特徴とする設計支援装置。
【請求項２】
　前記接触判定手段により被搬送物が搬送部品に接触したと判定された場合、前記被搬送
物と前記搬送部品との間の接触力を算出する接触力算出手段を更に有し、
　前記接触力算出手段は、前記搬送部品が前記被搬送物による接触により変形しないと仮
定して、前記被搬送物の変形による復元力のみから接触力を算出することを特徴とする請
求項１に記載の設計支援装置。
【請求項３】
　前記搬送経路を構成する搬送部品のうち前記被搬送物による接触により変形する搬送部
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品のユーザによる選択を検出する選択検出手段を更に有し、
　前記接触判定手段は、前記被搬送物が前記選択検出手段により検出された搬送部品と接
触するか否かを判定することを特徴とする請求項１又は２に記載の設計支援装置。
【請求項４】
　前記被搬送物を離散化したバネ－質量系又は有限要素モデルに置換する被搬送物置換手
段と、
　前記搬送部品を有限要素モデルに置換する搬送部品置換手段とを更に有することを特徴
とする請求項１乃至３の何れか１項に記載の設計支援装置。
【請求項５】
　前記接触力算出手段は、前記被搬送物と前記搬送部品との間の接触力を数値時間積分上
での離散単位時間毎に計算し、
　前記接触力変化算出手段は、前記接触力算出手段により算出された、前後の離散単位時
間における接触力の差を算出することを特徴とする請求項２に記載の設計支援装置。
【請求項６】
　前記被搬送物が搬送経路内を移動するときの加速度、速度及び変位を算出する算出手段
と、
　前記算出手段により算出された加速度、速度及び変位に基づいて、前記被搬送物の移動
を動画で表示すると共に、前記弾性変形算出手段により算出された搬送部品の変形に基づ
いて、前記搬送部品の変形を動画で表示する表示処理手段とを更に有することを特徴とす
る請求項１乃至５の何れか１項に記載の設計支援装置。
【請求項７】
　被搬送物が搬送経路内を移動するときの挙動を演算する設計支援装置による設計支援方
法であって、
　前記被搬送物が搬送経路内を移動するときに前記被搬送物が搬送経路を構成する搬送部
品に接触するか否かを判定する接触判定ステップと、
　前記接触判定ステップにより前記被搬送物が搬送部品に接触したと判定された場合、前
記被搬送物と前記搬送部品との間の接触力の変化を算出する接触力変化算出ステップと、
　前記接触力変化算出ステップにより算出された接触力の変化が所定の値よりも大きいか
否かを判定する変化判定ステップと、
　前記変化判定ステップにより接触力の変化が所定の値よりも大きいと判定された場合、
前記被搬送物と前記搬送部品との接触による前記搬送部品の変形を算出する弾性変形算出
ステップとを有することを特徴とする設計支援方法。
【請求項８】
　被搬送物が搬送経路内を移動するときの挙動を演算するコンピュータに、
　前記被搬送物が搬送経路内を移動するときに前記被搬送物が搬送経路を構成する搬送部
品に接触するか否かを判定する接触判定ステップと、
　前記接触判定ステップにより前記被搬送物が搬送部品に接触したと判定された場合、前
記被搬送物と前記搬送部品との間の接触力の変化を算出する接触力変化算出ステップと、
　前記接触力変化算出ステップにより算出された接触力の変化が所定の値よりも大きいか
否かを判定する変化判定ステップと、
　前記変化判定ステップにより接触力の変化が所定の値よりも大きいと判定された場合、
前記被搬送物と前記搬送部品との接触による前記搬送部品の変形を算出する弾性変形算出
ステップとを実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被搬送物としての柔軟媒体を搬送するための搬送経路の設計に用いて好適な
設計支援装置、設計支援方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　従来から、複写機やレーザービームプリンタ等の装置に設置され、紙等のシート状の柔
軟媒体を搬送する搬送経路を設計する場合、搬送経路内を移動する柔軟媒体の挙動を計算
機シミュレーションにより解析して、画面上で設計することが行われている。シミュレー
ションを行うことにより、開発期間の短縮化や費用の低減化を図ることができる。
【０００３】
　シミュレーションの技術としては、例えば、特許文献１や特許文献２等に開示された設
計支援装置が知られている。これらの設計支援装置では、柔軟媒体を有限要素法による有
限要素で表現し、搬送経路内の搬送ガイドや搬送ローラとの接触判断を行い、運動方程式
を数値的に解くことにより、柔軟媒体の搬送ガイドとの搬送抵抗や当接角を評価している
。また、柔軟媒体をより簡易的に質量とバネとで表現することで、計算速度を向上させる
技術も知られている。
【０００４】
　また、柔軟媒体の運動を解くにあたり、ニューマークのβ法、ウイルソンのθ法、オイ
ラー法、及びKutta-merson法等が広く知られている。これらの技術では、上述したように
、有限要素又は質量－バネ系で離散的に表現された柔軟媒体の運動方程式を立てる。そし
て、解析対象時間を有限の幅をもつ時間ステップに分割し、時間０から時間ステップ毎に
未知数である加速度、速度、変位を順次求める（数値時間積分）ことにより解析する。
【０００５】
　ここで、柔軟媒体の挙動をより正確に表現することが要求される場合には、搬送ガイド
や搬送ローラといった搬送経路を構成する構成部品についても、変形状態を考慮しなくて
はならない場合がある。一般的なシミュレーションの技術としては、これらの搬送経路の
構成部品についても、有限要素法による有限要素で表現して弾性体として扱うことで、柔
軟媒体やその他の構成部品との接触変形計算を行って、変形を表現することが行われてい
る。しかしながら、柔軟媒体の運動計算を行いながら、搬送ガイドや搬送ローラ等の搬送
経路の構成部品についても、柔軟媒体やその他の部品との接触計算と変形計算を行うのに
は、膨大な計算負荷がかかる。
【０００６】
　そこで、計算負荷を軽減するために、変形計算を行っている弾性体に対して、ユーザが
設定した方法に従って、弾性体から変形計算を行わない剛体に切り替えることができるよ
うにすることも考えられる。すなわち、変形計算を行わなくてもよいところを剛体に切り
替えることで、計算負荷を軽減することができる。例えば、設定方法の１つとして、切り
替える対象の部品を選択し、解析対象とする現象時間に対する時間指定を行い、その時間
に到達したら、対象部品を弾性体から剛体、もしくは剛体から弾性体に切り替える。また
、別の設定方法として、接触する２つの部品を指定し、その内の片側の部品を、接触の有
無に応じて、弾性体から剛体、もしくは剛体から弾性体に切り替える。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－１９５０５２号公報
【特許文献２】特開平１１－１１６１３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上述した時間指定を行う設定方法では、柔軟媒体が搬送される状況を推
測して、剛体と弾性体を切り替える時間を指定しなくてはならず、不必要な時間まで弾性
体での変形計算を行ってしまい、計算負荷を要するという問題がある。
　また、上述した接触部品を指定する設定方法でも、柔軟媒体と接触している間は、搬送
経路の構成部品は弾性体として扱われる。従って、搬送中の柔軟媒体と搬送経路の構成部
品との接触状態が安定していて、搬送経路の構成部品の変形計算を行わなくてもよい時間
帯でも変形計算が行うことから、計算負荷を要してしまうという問題がある。
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【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の設計支援装置は、被搬送物が搬送経路内を移動するときの挙動を演算する設計
支援装置であって、前記被搬送物が搬送経路内を移動するときに前記被搬送物が搬送経路
を構成する搬送部品に接触するか否かを判定する接触判定手段と、前記接触判定手段によ
り前記被搬送物が搬送部品に接触したと判定された場合、前記被搬送物と前記搬送部品と
の間の接触力の変化を算出する接触力変化算出手段と、前記接触力変化算出手段により算
出された接触力の変化が所定の値よりも大きいか否かを判定する変化判定手段と、前記変
化判定手段により接触力の変化が所定の値よりも大きいと判定された場合、前記被搬送物
と前記搬送部品との接触による前記搬送部品の変形を算出する弾性変形算出手段とを有す
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、被搬送物が搬送経路内を移動するときの挙動を演算するとき、計算負
荷を低減し、計算速度を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】設計支援装置の構成を示すブロック図である。
【図２】搬送部品を設定するときの画面の一例を示す図である。
【図３】柔軟媒体を設定するときの画面の一例を示す図である。
【図４】搬送条件を設定するときの画面の一例を示す図である。
【図５】搬送条件としての摩擦係数を説明するための図である。
【図６】弾性部品を設定するときの画面の一例を示す図である。
【図７】弾性部品を設定するときの画面の一例を示す図である。
【図８】規定値を入力するときの画面の一例を示す図である。
【図９】設計支援装置の処理動作を示すフローチャートである。
【図１０】柔軟媒体の状態を示す図である。
【図１１】離散単位時間前後での、簡易接触力の差を表示したときの図である。
【図１２】結果表示処理のときの画面の一例を示す図である。
【図１３】柔軟媒体の状態を表示した図である。
【図１４】グラフ表示処理のときの画面の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明に係る設計支援装置について図面を参照して説明する。
　図１は、本実施形態に係る設計支援装置（シミュレーション装置）の構成を示すブロッ
ク図である。設計支援装置１０は、いわゆるコンピュータであり、ＶＲＡＭ１１、ディス
プレイ装置１２、キーボード１３、ポインティングデバイス（ＰＤ）１４、ＣＰＵ１５、
ＲＯＭ１７、ＲＡＭ（メモリ）１８、ハードディスク（ＨＤＤ）１９を含んで構成されて
いる。また、これら各デバイスは、アドレスバス、データバス及び制御バスからなるＩ／
Ｏバス１６を介して接続されている。
【００１３】
　ＣＰＵ１５は、ＲＯＭ１７等に格納されているプログラム（ここでは、搬送経路の設計
を支援するための設計支援プログラム）を実行することで、上述した各デバイス等を制御
する。ＲＡＭ１８は、ＣＰＵ１５が設計支援プログラム等を実行するときのワークエリア
やエラー処理時の一時退避エリアとして用いられる。ハードディスク１９は、搬送経路設
計支援用のデータベースやアプリケーションプログラム等の記録に用いられる。ＶＲＡＭ
（ビデオＲＡＭ）１１は、ディスプレイ装置１２の画面に表示される文字やイメージを展
開記憶するメモリである。キーボード１３は、ユーザが設計支援装置１０に対して指示す
るための各種キーを備えている。ポインティングデバイス１４は、例えばマウスであり、
ユーザがディスプレイ装置１２の画面上に表示されているアイコン等を指し示すために用
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いられる。
【００１４】
　ユーザが設計支援装置１０の電源を投入すると、ＣＰＵ１５は、ＲＯＭ１７のブートプ
ログラムに基づいて初期化し、ハードディスク１９からＯＳ（オペレーティング・システ
ム）を読み込む。そして、ＣＰＵ１５は、以下で説明する本実施形態の処理を実現するた
めに、設計支援プログラムを実行する。なお、設計支援プログラムは、ＲＯＭ１７に格納
されているものとして説明したが、ハードディスク１９等の他の記録媒体に格納されてい
てもよい。
【００１５】
　次に、柔軟媒体の搬送経路内における挙動のシミュレーションについて、説明する。な
お、後述するシミュレーションは、ＣＰＵ１５がＲＯＭ１７に格納された設計支援プログ
ラム（プログラム）を実行することにより実現される。設計支援装置１０は、紙やフィル
ムを含むシート状の柔軟媒体が搬送ガイドや搬送ローラで構成される搬送経路内を移動す
る挙動を演算し、シミュレーションすることで、ユーザによる搬送経路の設計を支援する
。
【００１６】
　以下、本実施形態に係るシミュレーション方法について、詳細に説明する。なお、以下
では、搬送部品により搬送される紙やフィルム等のシート状の被搬送物を単に柔軟媒体と
いう。
【００１７】
　＜搬送部品の設定＞
　まず、柔軟媒体の搬送径路を決定する搬送ガイド、搬送ローラといった搬送部品を設定
する手順について説明する。
　図２は、搬送部品を設定するときに表示される表示画面の一例を示す図である。図２に
示す表示画面は、ＣＰＵ１５がディスプレイ装置１２に表示する。
　表示画面は、主な処理の切り替えを行うメニューバー１、各手順のサブ構成メニュー２
、設定した搬送経路や結果を表示するグラフィック画面３、プログラムメッセージの出力
や必要に応じて数値入力を行うコマンド欄４で構成される。
【００１８】
　ユーザがメニューバー１中の「搬送経路」ボタン１Ａを選択すると、ＣＰＵ１５は、図
２に示すように搬送経路定義のサブ構成メニュー２を画面の左側に所望の範囲領域で表示
する。サブ構成メニュー２には、ローラ対定義ボタン２Ａ、ローラ定義ボタン２Ｂ、直線
ガイド定義ボタン２Ｃ、円弧ガイド定義ボタン２Ｄ、スプラインガイド定義ボタン２Ｅ、
フラッパ定義ボタン２Ｆ、センサ定義ボタン２Ｇ等が配置される。ローラ対定義ボタン２
Ａは、２つローラで一対のローラを定義するためのボタンである。ローラ定義ボタン２Ｂ
は、１つのローラを単独で定義するボタンである。直線ガイド定義ボタン２Ｃは、直線の
ガイドを定義するボタンである。円弧ガイド定義ボタン２Ｄは、円弧のガイドを定義する
ボタンである。スプラインガイド定義ボタン２Ｅは、スプライン曲線でガイドを定義する
ボタンである。フラッパ定義ボタン２Ｆは、柔軟媒体が搬送される経路の分岐を行うフラ
ッパ（ポイント）を定義するボタンである。センサ定義ボタン２Ｇは、柔軟媒体が搬送経
路内の所定の位置にあるか否かを検出するセンサを定義するボタンである。
【００１９】
　これらの各ボタン２Ａ～２Ｈは、実際の複写機やプリンタの搬送経路を構成する構成部
品（搬送部品）をアイコンで示したものである。従って、柔軟媒体の搬送経路を構成する
ために必要な搬送部品の全てが揃っていることが望ましい。ここでは、ユーザがポインテ
ィングデバイス１４等を介して搬送経路を決定する搬送部品を選択する。
　ユーザが各搬送部品をサブ構成メニュー２から選択することにより、ＣＰＵ１５は、選
択された搬送部品を検出し、検出した搬送部品をグラフィック画面３上に表示する。また
、ＣＰＵ１５は、搬送部品の形状及び位置をＲＡＭ１８に記憶することで、搬送部品を定
義すなわち、設定する。なお、搬送部品の設定は、上述したような方法のみに限られない
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。例えば、ユーザがＣＡＤシステムや解析用プリポストからの出力を指示することで、Ｃ
ＰＵ１５は、搬送部品の断面形状を読み込み、図２に示すようにグラフィック画面３に表
示する。そして、ユーザが各ボタン２Ａ～２Ｈを選択した後に、画面に表示されている円
、線分、円弧等の搬送部品を選択し、必要に応じて各搬送部品の設定に必要な値を入力す
ることで、ＣＰＵ１５が各搬送部品を設定してもよい。
【００２０】
　＜柔軟媒体の設定＞
　次に、柔軟媒体を設定する手順について説明する。ここでは、搬送経路内に質量を有し
た複数の剛体要素と各剛体要素間を繋ぐバネとを用いて柔軟媒体を設定する。
　搬送部品の設定後、ユーザがポインティングデバイス１４等を介して、図３（Ａ）に示
すように表示画面のメニューバー１の「媒体定義」ボタン１Ｂを選択する。すると、ＣＰ
Ｕ１５は、柔軟媒体のモデル定義に移行すると共に、図３（Ａ）に示すような表示画面を
表示する。
【００２１】
　図３（Ａ）は、柔軟媒体を設定するときに表示される表示画面の一例を示す図である。
ＣＰＵ１５は、図３（Ａ）に示すように、グラフィック画面３に上述したように予め定義
した搬送経路内の搬送部品と、新たにサブ構成メニュー２とを表示する。サブ構成メニュ
ー２には、描画形状選択画面２Ｉ、媒体種選択画面２Ｊ及び分割法選択画面２Ｋが配置さ
れる。描画形状選択画面２Ｉでは、柔軟媒体の形状として「直線」、「円弧」、「スプラ
イン」等を選択することができる。媒体種選択画面２Ｊでは、予め登録されている代表的
な柔軟媒体種名から何れかを選択することができる。分割法選択画面２Ｋでは、柔軟媒体
を離散化するために分割方法として「等分割」、「不等分割」、「自動」等を選択するこ
とができる。
【００２２】
　まず、搬送経路内での柔軟媒体の形状及び初期位置を設定する。例えば、ＣＰＵ１５が
、ユーザによる描画形状選択画面２Ｉ内の「直線」の選択を検出すると、柔軟媒体におけ
る両端部の座標値の入力を促すメッセージをコマンド欄４に表示する。ユーザは、キーボ
ード１３を介してコマンド欄４に数値入力したり、ポインティングデバイス１４を介して
グラフィック画面３に直接指示したりすることで、ＣＰＵ１５は、柔軟媒体の座標値を取
得することができる。ＣＰＵ１５は、取得した座標値に基づいて、図３（Ａ）に示すよう
にグラフィック画面３上に、柔軟媒体として両端部１３１を繋いだ直線（破線）１３２を
表示する。従って、ユーザは柔軟媒体がどのように搬送経路内に配置されているかを確認
することができる。
【００２３】
　次に、柔軟媒体を複数のバネ－質量系（バネ－マス系）に離散化する。ＣＰＵ１５は、
柔軟媒体を配置した後、柔軟媒体を離散化する分割数、又は分割サイズの入力を促すメッ
セージをコマンド欄４に表示する。ここで、図３（Ｂ）には、直線で柔軟媒体を定義し、
分割数を１０とした場合に表示される柔軟媒体の一例が示されている。
　ＣＰＵ１５は、柔軟媒体を、入力された分割数に応じた質点とバネとに置換して定義す
る。この処理は、被搬送物置換手段による処理の一例に対応する。
　具体的には、図３（Ｂ）に示すようにＣＰＵ１５は、柔軟媒体４０を質点４１と回転バ
ネ４２と並進バネ４３とに置換する。回転バネ４２は、質点４１間を結ぶバネであって、
柔軟媒体４０を弾性体と見なしたときの曲げ剛性を表現している。また、並進バネ４３は
、柔軟媒体４０を弾性体と見なしたときの引張り剛性を表現している。ここで、並進バネ
４３及び回転バネ４２のバネ定数は、弾性理論から導くことが可能である。すなわち、回
転バネ定数ｋｒ、並進バネ定数ｋｓは、ヤング率Ｅ、幅ｗ、紙厚ｔ及び質点間の距離ΔＬ
を用いて、次式によって与えられる。
【００２４】
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【数１】

　　・・式（１）
【００２５】
　また、質点の質量ｍは、柔軟媒体の長さＬ、幅ｗ、紙厚ｔ、密度ρ、分割数ｎとすると
、次式によって計算される。
　ｍ＝Ｌｗｔρ／（ｎ－１）・・式（２）
　このように、柔軟媒体を曲げと引張りの力に反応する弾性体として定義することができ
る。なお、柔軟媒体をバネ－質量系に置換する場合に限られず、有限要素モデルに置換し
てもよい。
【００２６】
　次に、柔軟媒体の媒体種を設定する。ＣＰＵ１５が、ユーザによる媒体種選択画面２Ｊ
内で何れかの柔軟媒体の種類の選択を検出すると、ＣＰＵ１５は、後述する運動計算処理
に必要となる柔軟媒体のパラメータを取得する。ここで、柔軟媒体のパラメータとは、柔
軟媒体のヤング率、密度及び厚さの情報である。各柔軟媒体のパラメータは、予めデータ
ベースとしてハードディスク１９等に記録されている。
　図３（Ｂ）では、ユーザが柔軟媒体の種類として再生紙Ａを選択している。この場合、
ＣＰＵ１５は、再生紙Ａのパラメータとして、例えばヤング率５４０９Ｍｐａ、密度６．
８×１０-7ｋｇ／ｍｍ3、紙厚０．０９５１ｍｍをデータベースから取得する。
　ＣＰＵ１５は、柔軟媒体を離散化したデータや取得した柔軟媒体のパラメータをＲＡＭ
１８に記憶することで柔軟媒体を設定する。
【００２７】
　＜搬送条件の設定＞
　次に、搬送部品の搬送条件を設定する。ここでは、搬送条件として搬送ローラの駆動条
件、並びに搬送ローラ、搬送ガイド及び弾性シートと柔軟媒体との接触時の摩擦係数等を
設定する。
　上述した柔軟媒体の設定後、ユーザが図４（Ａ）に示すように表示画面のメニューバー
１の「搬送条件」ボタン１Ｃを選択することで、ＣＰＵ１５は、図４（Ａ）に示すような
表示画面を表示する。
【００２８】
　図４（Ａ）は、搬送条件を設定するときに表示される表示画面の一例を示す図である。
ＣＰＵ１５は、図４（Ａ）に示すように、新たにサブ構成メニュー２を表示する。サブ構
成メニュー２には、駆動制御選択画面２Ｌ及び摩擦係数選択画面２Ｍが配置される。駆動
制御選択画面２Ｌでは、「搬送ローラ」、「フラッパ」の何れかを選択することができる
。摩擦係数選択画面２Ｍでは、「搬送ローラ」、「搬送ガイド」、「弾性シート」の何れ
かを選択することができる。
【００２９】
　ここで、例えば、ユーザが搬送ローラの駆動条件を設定したい場合、図４（Ａ）に示す
ようにポインティングデバイス１４等を介して駆動制御選択画面２Ｌ内の「搬送ローラ」
を選択する。更に、ユーザは「搬送ローラ」を選択した状態で、グラフィック画面３に表
示してある搬送ローラのうち駆動条件を定義したい搬送ローラを選択する。ＣＰＵ１５は
、搬送ローラの選択を検出すると、図４（Ｂ）に示すように特徴点として時間と搬送ロー
ラの回転数との入力を促すメッセージをコマンド欄４に表示する。ユーザは、コマンド欄
４に数値入力することで、ＣＰＵ１５がＲＡＭ１８に記憶して、搬送ローラの駆動条件を
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設定する。また、ＣＰＵ１５は、ユーザによる数値入力後、時間に対する搬送ローラの回
転数を示すグラフを作成し、そのグラフを図４（Ｂ）に示すようにグラフィック画面３に
表示する。
【００３０】
　図４（Ｂ）に示すグラフは、ユーザがコマンド欄４に時間と回転数との組からなる特徴
点を随時入力したときに作成されたグラフの一例であり、横軸を時間にして、縦軸を搬送
ローラの回転数にしたものである。このグラフにおいては、搬送ローラの特徴点として０
～１秒まで直線的に回転数が０～１２０ｒｐｍまで上昇し、１～３秒までは１２０ｒｐｍ
を維持し、３～４秒の間に１２０ｒｐｍ～０に減速するような特徴点の入力を、ユーザが
行ったものである。
　なお、フラッパの駆動条件を設定したい場合も搬送ローラの駆動条件の設定と同様な処
理を行うことにより、ＣＰＵ１５は、フラッパの駆動条件を設定する。
【００３１】
　一方、例えば、ユーザが搬送ローラの摩擦係数を設定したい場合、図４（Ａ）に示す摩
擦係数選択画面２Ｍ内の「搬送ローラ」を選択した状態で、グラフィック画面３に表示し
てある搬送ローラのうち摩擦係数を設定したい搬送ローラを選択する。ＣＰＵ１５は、搬
送ローラの選択を検出すると、搬送ローラの摩擦係数μの入力を促すメッセージをコマン
ド欄４に表示する。ユーザがコマンド欄４に摩擦係数μの数値入力することで、ＣＰＵ１
５がＲＡＭ１８に記憶して、搬送ローラの摩擦係数を設定する。なお、搬送ガイド及び弾
性シートの摩擦係数を設定したい場合も搬送ローラの摩擦係数の設定と同様な処理を行う
ことにより、ＣＰＵ１５は、搬送ガイド及び搬送シートの摩擦係数を設定する。
【００３２】
　更に、ＣＰＵ１５は、柔軟媒体の質点と搬送ローラ、搬送ガイド及び弾性シート等の搬
送部品との間の接触計算より垂直抗力Ｎを算出し、入力された摩擦係数μから、図５のよ
うに柔軟媒体４０の搬送方向とは逆向き働く摩擦力μＮを算出する。ＣＰＵ１５は、それ
ぞれ算出した摩擦力をＲＡＭ１８に記憶して、搬送部品と柔軟媒体との摩擦力を設定する
。
【００３３】
　＜弾性部品の設定＞
　次に、弾性部品を設定する手順について説明する。ここでは、柔軟媒体の搬送径路を決
定する搬送ガイド、搬送ローラ等の搬送部品のうち柔軟媒体との接触により弾性変形し、
搬送径路を変化させる可能性のある搬送部品を選択することで弾性部品を設定する。
　搬送条件の設定後、ユーザが図６（Ａ）に示すように表示画面のメニューバー１の「弾
性部品定義」ボタン１Ｄを選択することで、ＣＰＵ１５は、搬送部品における弾性部品の
設定に移行すると共に、図６（Ａ）に示すような表示画面を表示する。
【００３４】
　図６（Ａ）は、弾性部品を設定するときに表示される表示画面の一例を示す図である。
ＣＰＵ１５は、図６（Ａ）に示すように、グラフィック画面３に予め定義した搬送経路を
構成する搬送部品と、新たにサブ構成メニュー２とを表示する。サブ構成メニュー２には
、搬送ローラ材質選択画面２Ｎ、搬送ガイド材質選択画面２Ｏ及び弾性シート材質選択画
面２Ｐが配置される。搬送ローラ材質選択画面２Ｎでは、搬送ローラの材質をして「シリ
コンゴム」、「スポンジゴム」、「バルーンゴム」等を選択することができる。搬送ガイ
ド材質選択画面２Ｏでは、搬送ガイドの材質として「シリコンゴム」、「スポンジゴム」
、「ＰＣ樹脂」等を選択することができる。弾性シート材質選択画面２Ｐでは、弾性シー
トの材質として「ＰＩ」、「ＰＥＴ」等を選択することができる。
【００３５】
　まず、弾性部品を設定する場合、弾性部品にあたる搬送部品の材質と厚みを設定する。
ここで、例えば、ユーザが弾性部品として図６（Ａ）に示すグラフィック画面３の搬送ロ
ーラ８１を設定したいとする。この場合、ユーザは、ポインティングデバイス１４を介し
てグラフィック画面３の搬送ローラ８１を選択する。ＣＰＵ１５は、ユーザの指示に応じ
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て搬送ローラ８１を選択する。この処理は、選択検出手段による処理の一例に対応する。
続いて、ＣＰＵ１５は、搬送ローラ８１の材質の入力を促すメッセージをコマンド欄４に
表示する。
　ユーザが、サブ構成メニュー２の搬送ローラ材質選択画面２Ｎから搬送ローラの材質を
選択したり、コマンド欄４に直接、ヤング率、ポアソン比等の材質を入力したりすること
で、ＣＰＵ１５は、選択された搬送ローラのヤング率、ポアソン比を取得できる。なお、
搬送ローラ材質選択画面２Ｎに列挙されている材質のヤング率、ポアソン比は、予めデー
タベースとしてハードディスク１９等に記録されている。
　なお、図６（Ａ）では、ユーザが弾性部品として選択した搬送ローラ８１の材質として
搬送ローラ材質選択画面２Ｎの「シリコンゴム」が選択されている。
【００３６】
　次に、ＣＰＵ１５は、弾性部品の材質を検出した後、選択を検出している弾性部品の厚
みの入力を促すメッセージを図６（Ｂ）に示すようにコマンド欄４に表示する。ユーザは
、コマンド欄４に厚みを入力することで、ＣＰＵ１５は、選択を検出している搬送ローラ
の厚みを取得する。そして、ＣＰＵ１５は、検出した搬送部品を弾性部品として、取得し
たヤング率、ポアソン比及び厚み等の情報と関連付けてＲＡＭ１８に記憶することで、弾
性部品を設定する。
【００３７】
　また、ＣＰＵ１５は、図７（Ａ）に示すように、選択された搬送部品について、設定し
た材質及び厚みを割り当て、有限要素に置換してグラフィック画面３上に表示する。この
処理は、搬送部品置換手段による処理の一例に対応する。
　図７（Ａ）のグラフィック画面３には、ユーザが選択した搬送ローラに対し、更にシリ
コンゴムを選択すると共に、厚み５．０ｍｍを入力した場合に、ＣＰＵ１５が回転方向と
厚さ方向にそれぞれ複数層に分割した有限要素１０１を作成し、表示している。
【００３８】
　なお、上述する説明では、搬送部品として搬送ローラを弾性部品として設定する場合に
ついて説明したが、搬送ガイドや弾性シートについても同様に、設定することができる。
すなわち、ＣＰＵ１５は、選択を検出した搬送ガイドや弾性シートを弾性部品として、取
得したヤング率、ポアソン比及び厚み等の情報と関連付けてＲＡＭ１８に記憶することで
弾性部品を設定する。
　例えば、ユーザが選択した弾性シートに対して、更に、材質（ヤング率３０００ＭＰａ
、ポアソン比０．３）をコマンド欄４から直接入力する。すると、図７（Ｂ）のグラフィ
ック画面３のように、ＣＰＵ１５が弾性シートの長さ方向に対してのみ分割した有限要素
１１１を作成し表示する。
【００３９】
　次に、ＣＰＵ１５は、後述する運動計算処理の中で、設定した弾性部品を形成する有限
要素の変形計算を実施するか否かの判定を行うときに用いる規定値（規定接触力）の入力
が促すメッセージを図８に示すようにコマンド欄４に表示する。図８は、コマンド欄４に
ユーザが規定値として規定接触力（Ｎ）に０．０１を入力したときに表示したときの例で
ある。ＣＰＵ１５は、後述する運動計算において、規定値に基づいて、弾性部品の変形計
算の実施の判断を行う。なお、この規定値は、弾性部品の材質情報等とともに、予めハー
ドディスク１９のデータベースに格納しておいてもよい。
【００４０】
　＜運動計算処理＞
　次に、搬送経路内での柔軟媒体の挙動を計算する運動計算処理について図９を参照して
説明する。ここでは、離散化されたバネ－マス系に置換された柔軟媒体の運動を、時々刻
々柔軟媒体に働く接触力、復元力、減衰力、慣性力を基にして時間積分により求める。図
９は、本実施形態に係る搬送計算処理を示すフローチャートである。この処理は、例えば
ユーザがキーボード１３を介して、コマンド欄４に計算処理の実行の指示を入力すること
で、ＣＰＵ１５が実行を開始する。
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　まず、ステップＳ１０では、ユーザがコマンド欄４に対して搬送計算の実時間Ｔと、柔
軟媒体及び弾性部品の運動方程式の解を数値的に求める際に使用する数値時間積分上での
離散単位時間Δｔとを入力する。ＣＰＵ１５は、入力された搬送計算の実時間Ｔと離散時
間ΔｔとをＲＡＭ１８に記憶して設定する。
【００４１】
　以降のステップＳ１１～ステップＳ２１が数値時間積分のループである。ＣＰＵ１５は
、柔軟媒体及び弾性部品の運動を初期時間からΔｔ毎に計算し、ＲＡＭ１８に結果を記憶
する。
　まず、ステップＳ１１では、ＣＰＵ１５は、Δｔ秒後の計算を行う際に必要な初期加速
度、初期速度、初期変位を設定する。これらの値は１サイクル終わる毎にその計算結果（
すなわち前回のサイクルの計算値を初期値とする）を投入する。
【００４２】
　次に、ステップＳ１２では、ＣＰＵ１５は、１サイクル前に算出された柔軟媒体の各質
点の変位を基に、柔軟媒体の位置が更新された状態で、柔軟媒体と搬送部品との接触の判
定を行う。すなわち、ＣＰＵ１５は、更新された柔軟媒体の座標位置と、搬送部品の座標
位置とが一致する場合、接触したと判定する。この処理は、接触判定手段による処理の一
例に対応する。ここで、図１０（Ａ）は、矢印方向に移動する柔軟媒体の先端の質点１４
１と、搬送部品として設定した搬送ガイド１４２とが、接触したと判断されたときの状態
を示す図である。また、図１０（Ｂ）は、柔軟媒体の先端の質点１４１と、弾性部品とし
て設定を行い有限要素１５２で表現されている搬送ローラ１５３とが、接触したと判定さ
れたときの状態を示す図である。
【００４３】
　続いて、ステップＳ１３では、ＣＰＵ１５は、柔軟媒体を形成する各質点に働く力を定
義する。柔軟媒体の各質点に働く力には、回転モーメント、引っ張り力で表される復元力
、接触力、摩擦力、重力、空気抵抗力及びクーロン力がある。ＣＰＵ１５は、個々の質点
に対し働く力を計算した後、その合力を最終的に柔軟媒体に加わる力としてＲＡＭ１８に
記憶することで、各質点の合力を定義する。
【００４４】
　ここで、本実施形態では、図１０（Ｂ）に示すように、柔軟媒体と弾性部品として設定
した搬送部品とが接触するまで、ＣＰＵ１５は、弾性部品は変形しないものと仮定して扱
う。
　柔軟媒体と、変形しないと仮定した弾性部品との接触が生じたときの、接触計算につい
て、図１０（Ｃ）を参照して説明する。柔軟媒体とＣＰＵ１５とが接触した後、ＣＰＵ１
５が、更に離散単位時間Δｔ進めると、図１０（Ｃ）に示すように、柔軟媒体の先端の質
点１６１が、有限要素１６２にめり込む。ＣＰＵ１５は、めり込み量を、ｘ、ｙ座標ごと
に分解し、ｘ軸方向のめり込み量Ｄｘ１６３、ｙ軸方向のめり込み量Ｄｙ１６４を算出す
る。次に、ＣＰＵ１５は、ｘ軸、ｙ軸それぞれについて、剛性を持ったバネｋｘ１６５、
ｋｙ１６６を張る。ここで、ＣＰＵ１５は、バネの剛性を、柔軟媒体の剛性と弾性部品が
変形しないと仮定したときの剛性とから算出する。そして、ＣＰＵ１５は、めり込み量Ｄ
と剛性ｋとを持ったバネを用いて、ｘ軸、ｙ軸各々について、めり込んだ柔軟媒体先端の
質点に対して、変形しないと仮定した弾性部品の表面に押し戻すための力ＦをＦ＝ｋ×Ｄ
の式から算出する。ＣＰＵ１５は、この押し戻すための力Ｆが柔軟部材の質点に負荷され
ていると判断する。なお、ＣＰＵ１５は、その他の作用する力も踏まえ、柔軟部材の質点
に働く力を算出する。
【００４５】
　ステップＳ１４では、ＣＰＵ１５は、ステップＳ１３で算出した各質点に働く力から、
柔軟媒体と、変形しないと仮定した弾性部品を形成する有限要素との接触部において、柔
軟媒体の復元力によって、有限要素を構成する節点に作用する簡易接触力を算出する。こ
の処理は、接触力算出手段による処理の一例に対応する。ＣＰＵ１５は、離散単位時間毎
に算出した簡易接触力をＲＡＭ１８に記憶する。
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　ここで、柔軟媒体と弾性部品との接触部において、柔軟媒体の質点に作用している接触
力の、弾性部品を構成する節点への振り分け方法について、図１０（Ｄ）を参照して説明
する。図１０（Ｄ）に示すように、柔軟媒体先端の質点１６１に、ｘ軸方向の接触力Ｆｘ
１７２、ｙ軸方向の接触力Ｆｙ１７３が作用している。そして、柔軟媒体先端の質点１６
１の位置は、有限要素１７４の幅Ｌ１７５に対して、幅Ｌａ１７７：幅Ｌｂ１７６の割合
の位置にある。
【００４６】
　ここで、ＣＰＵ１５は、柔軟媒体の先端の質点に作用する接触力と釣り合う逆向きの接
触力Ｆを、力とモーメントの釣り合いの関係から、有限要素１７４を構成する表面の節点
１７９には、Ｆ１＝Ｌｂ／Ｌ×Ｆ、有限要素１７４を構成する表面の節点１７８には、Ｆ
２＝Ｌａ／Ｆという式で、ｘ軸、ｙ軸それぞれについて簡易接触力として振り分ける。Ｃ
ＰＵ１５は、振り分けた簡易接触力をＲＡＭ１８に記憶する。
【００４７】
　ステップＳ１５では、ＣＰＵ１５は、ステップＳ１３で算出した各質点に働く力の合力
を質点の質量で除算し、更に初期加速度を加算することでΔｔ秒後の柔軟媒体の質点の加
速度を計算する。
　続いて、ステップＳ１６では、ＣＰＵ１５は、柔軟媒体の質点の速度を計算する。すな
わち、ステップＳ１６では、ＣＰＵ１５は、加速度にΔｔを乗算し、更に初期速度を加算
することで速度を計算する。
　更に、ステップＳ１７では、ＣＰＵ１５は、柔軟媒体の質点の変位を計算する。すなわ
ち、ステップＳ１７では、速度にΔｔを乗算し、更に初期変位を加算することでΔｔ秒後
の変位を計算する。そして、ＣＰＵ１５は、これらのステップの処理によって算出された
加速度、速度、変位の情報をＲＡＭ１８、ハードディスク１９に記憶する。
【００４８】
　次に、ステップＳ１８では、弾性部品として設定した搬送部品において有限要素を構成
する節点について、ＣＰＵ１５は、ステップＳ１４で算出した簡易接触力と、１サイクル
前に格納された簡易接触力の差と、その最大値ΔＰを算出して、ＲＡＭ１８に記憶する。
この処理は、接触力変化算出手段による処理の一例に対応する。
　次に、ステップＳ１９では、ＣＰＵ１５は、ステップＳ１８で算出した簡易接触力の差
の最大値ΔＰと、弾性部品の選択の際に入力された規定値ε、もしくは予めハードディス
ク１９のデータベースに格納されている規定値ε、との値の比較を行う。この処理は、変
化判定手段による処理の一例に対応する。
　ΔＰ＞εの関係を満たさなかった場合には、ＣＰＵ１５は、弾性部品として設定し有限
要素で表現されている弾性部品の変形計算を省略して、ステップＳ２１に処理を進める。
一方、ΔＰ＞εを満たした場合には、ステップＳ２０に処理を進める。
【００４９】
　図１１を参照して、柔軟媒体の先端が、弾性部品として設定した搬送ローラと接触開始
した直後１８１と、その後若干時間が経過した時点１８２とで搬送ローラ表面の有限要素
を構成する節点の離散単位時間Δｔ前後での接触力の差の一例について説明する。図１１
は、横軸にローラ表面の位置を示し、縦軸に離散単位時間Δｔ前後での接触力の差を示す
グラフである。図１１に示すように、搬送ローラとの接触開始直後では、接触力の差の最
大値ΔＰ１８３が、ε１８４より大きくない。従って、この場合、ＣＰＵ１５は、ステッ
プＳ２１に処理を進める。その後若干時間が経過した時点では、図１１に示すように、接
触力の差の最大値ΔＰ１８５が、規定値ε１８４より大きくなる。この場合、ＣＰＵ１５
は、ステップＳ２０に処理を進める。
【００５０】
　ステップＳ２０では、ＣＰＵ１５は、弾性部品を形成する有限要素を構成する節点に作
用している簡易接触力に基づいて有限要素の変形計算を行い、弾性部品の変形形状を更新
する。この処理は、弾性変形算出手段による処理の一例に対応する。ＣＰＵ１５は、ＲＡ
Ｍ１８、ハードディスク１９に、更新された節点の変位の情報を記憶して、ステップＳ２
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１に処理を進める。
　ステップＳ２１では、ＣＰＵ１５は、計算時刻がステップＳ１０で設定した実時間Ｔに
到達したか否かを判断し、到達していれば当該搬送計算処理を終了する。到達していない
場合、ＣＰＵ１５は、再度ステップＳ１１に処理を戻し、時間積分を繰り返す。
【００５１】
　＜結果表示＞
　次に、上述した搬送計算処理の結果表示について説明する。ここでは、柔軟媒体の挙動
を数値シミュレーションによって時系列的に求め、得られた柔軟媒体の挙動をディスプレ
イ装置１２に表示する。
　上述した運動計算処理後、ユーザが図１２に示すように表示画面のメニューバー１の「
結果表示」ボタン１Ｅを選択することで、ＣＰＵ１５は、結果表示用のサブ構成メニュー
２を表示する。また、結果表示用のサブ構成メニュー２を表示すると共に、ＣＰＵ１５は
、ハードディスク１９に記憶している柔軟媒体の質点変位と、弾性部品を形成する有限要
素を構成する節点変位の情報を読み込む。
【００５２】
　ここで、図１２に示すサブ構成メニュー２には、動画メニュー２Ｑ及びプロットメニュ
ー２Ｒが配置される。ユーザは動画メニュー２Ｑ及びプロットメニュー２Ｒ内のボタンを
選択することで、動画及びプロットの内容を確認することができるようになっている。例
えば、動画メニュー２Ｑには、再生ボタン２１１、停止ボタン２１２、ポーズボタン２１
３、早送りボタン２１４及び巻き戻しボタン２１５が含まれている。これらのボタンの操
作に応じて、ＣＰＵ１５は、ハードディスク１９から読み込んだ変位の情報に基づいて、
グラフィック画面３に、柔軟媒体の挙動及び弾性部品の変形状態を表示する。この処理は
、表示処理手段による処理の一例に対応する。従って、ユーザは柔軟媒体の挙動、弾性部
品の変形状態を視認することができる。
【００５３】
　ここで、図１３（Ａ）～図１３（Ｃ）及び図１４を参照して、ユーザが動画メニュー２
Ｑから再生ボタン２１１を選択されたときに表示される柔軟媒体及び弾性部品として設定
した搬送ローラの変形の遷移について説明する。
　まず、図１３（Ａ）は、柔軟媒体が搬送され始めた時点の状態である。この時点では、
ＣＰＵ１５は、搬送ローラの変形計算を省略している。
　次に、図１３（Ｂ）では、図１３（Ａ）に示す状態から柔軟媒体が搬送されて、柔軟媒
体の先端が搬送ローラによって形成されたニップに突入された時点の状態である。この時
点では、柔軟媒体の復元力によって搬送ローラに作用する接触力が時々刻々変化していて
、ＣＰＵ１５は、搬送ローラの変形計算を行いながら、搬送ローラの変形及び柔軟媒体の
搬送を表示している。
　次に、図１３（Ｃ）では、図１３（Ｂ）に示す状態から柔軟媒体が搬送されて、柔軟媒
体の先端がローラ対によって形成されたニップを抜けた時点の状態である。この時点では
、柔軟媒体の姿勢は安定し、搬送ローラに作用する接触力の変化がなくっており、ＣＰＵ
１５は、搬送ローラの変形計算を省略している。
【００５４】
　また、例えば、プロットメニュー２Ｒには、加速度、速度、変位及び抵抗のボタンが含
まれている。ユーザが何れのボタンを選択することにより、ＣＰＵ１５は、選択された項
目に応じてハードディスク１９から読み込んだ各情報に基づき、選択された項目の時系列
グラフを表示する。
　ここで、図１４は、グラフ表示処理が行われたときに表示される画面の一例を示す図で
ある。図１４は、抵抗（ガイド抵抗）が選択された場合のグラフを示している。
【００５５】
　このように本実施形態によれば、特に薄い柔軟媒体を搬送する場合において、従来の方
法では、接触変形計算が不安定になることから、膨大な計算時間を要するのに対して、本
実施形態での必要最低限の変形計算による、計算負荷の軽減の効果は大きい。また、搬送
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範囲が広い場合でも、自動的に変形計算の省略を行うことができ、プリポスト等での設定
作業を行う必要が無くなり、ユーザの負担を軽減できる。
【００５６】
　このように本実施形態によれば、柔軟媒体以外の、弾性部品として扱うべき搬送部品の
変形計算を、柔軟媒体の挙動に影響を与える時間帯だけで行うことから、必要最低限の計
算負荷により、計算速度を向上させ、正確な柔軟媒体の挙動の評価を行うことができる。
【００５７】
　上述した本発明の実施形態における設計支援装置を構成する各手段、並びに設計支援方
法の各ステップは、コンピュータのＲＡＭやＲＯＭ等に記憶されたプログラムが動作する
ことによって実現できる。このプログラム及びこのプログラムを記録したコンピュータ読
み取り可能な記録媒体は本発明に含まれる。
【００５８】
　また、本発明は、例えば、システム、装置、方法、プログラムもしくは記録媒体等とし
ての実施形態も可能であり、具体的には、複数の機器からなるシステムに適用してもよい
。
【００５９】
　なお、本発明は、上述した実施形態の機能を実現するソフトウェアのプログラムを、シ
ステム又は装置に直接、又は遠隔から供給する。そして、そのシステム又は装置のコンピ
ュータが前記供給されたプログラムコードを読み出して実行することによっても達成され
る場合を含む。
【符号の説明】
【００６０】
　１２：ディスプレイ装置　１３：キーボード　１４：ポインティングデバイス
　１５：ＣＰＵ　１７：ＲＯＭ　１８：ＲＡＭ　１９：ハードディスク

【図１】 【図２】
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【図１３】 【図１４】
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